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1．施工状況検査一覧表 
 
 

工   種 種   別〔項 目〕 検 査 時 期 
浚渫工 ポンプ浚渫工〔出来形〕 

グラブ浚渫工〔出来形〕 
硬土盤浚渫工〔出来形〕 
岩盤浚渫工〔出来形〕 
バックホウ浚渫工〔出来形〕 

浚渫完了時 
浚渫完了時 
浚渫完了時 
浚渫完了時 
浚渫完了時 

埋立工 固化工〔出来形〕 事前混合処理完了時 
表層固化処理完了時 

埋立工〔出来形〕 ポンプ土取埋立完了時 
グラブ土取埋立完了時 
ガット土取埋立完了時 

埋立土工〔出来形〕 土砂掘削完了時 
土砂盛土完了時 

海上地盤改良工 床掘工〔出来形〕 置換完了時 
圧密・排水工〔出来形〕 サイドドレーン杭打設完了時 

敷砂完了時 
載荷完了時 
ペーパードレーン杭打設完了時 

締固工〔出来形〕 サンドコンパクションパイル完

了時 
敷砂完了時 

固化工〔出来形〕 深層混合固化処理杭完了時 
敷砂完了時 
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工   種 種   別〔項 目〕 検 査 時 期 
基礎工 基礎盛砂工〔出来形〕 盛砂完了時 

洗掘防止工〔出来形〕 マット敷設完了時 
基礎捨石工〔出来形〕 石投入完了時（均しを行わない面） 

本均し完了時 
荒均し完了時 

基礎ブロック工〔出来形〕 製作完了時 
据付完了時 

基礎栗石工〔出来形〕 石投入完了時（均しを行わない面） 
均し完了時 

本体工（ｹｰｿﾝ式） ケーソン製作工〔出来形〕 マット敷設完了時 
鉄筋組立完了時（各ロット毎） 
製作完了時（各ロット毎及び完了時） 

ケーソン進水据付工〔出来形〕 据付完了時 
中詰工〔出来形〕 砂・石材中詰め完了時 

コンクリート中詰完了時 
プレパックドコンクリート中詰完了時 

蓋コンクリート工〔出来形〕 製作完了時 
蓋ブロック工〔出来形〕 製作完了時 

据付完了時 
本体工（ﾌﾞﾛｯｸ

式） 
本体ブロック製作工〔出来形〕 鉄筋組立完了時（各ロット毎） 

製作完了時（各ロット毎及び完了時） 
本体ブロック据付工〔出来形〕 据付完了時 
中詰工〔出来形〕 砂・石材中詰完了時 

コンクリート中詰完了時 
プレパックドコンクリート中詰完了時 

蓋コンクリート工〔出来形〕 製作完了時 
蓋ブロック工〔出来形〕 製作完了時 

据付完了時 
前面壁ブロック工、 
張りブロック工〔出来形〕 

製作完了時 
据付完了時 
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工   種 種  別〔項 目〕 検 査 時 期 

本体工（場所打式） 場所打コンクリート工〔出来形〕 鉄筋組立完了時 
製作完了時 

水中コンクリート工〔出来形〕 製作完了時 
プレパックドコンクリート工 
〔出来形〕 

製作完了時 

水中不分離性コンクリート工 
〔出来形〕 

製作完了時 

本体工（捨石・捨ブ

ロック式） 
洗掘防止工〔出来形〕 マット敷設完了時 
本体捨石工〔出来形〕 石投入完了時（均しを行わない

面） 
均し完了時 

捨ブロック工〔出来形〕 製作完了時 
据付完了時 

場所打コンクリート工〔出来形〕 基礎砕石完了時 
製作完了時 

本体工（鋼矢板式） 鋼矢板工〔出来形〕 打込完了時 
控工〔出来形〕 控鋼矢板打込完了時 

控鋼杭打込完了時 
腹起取付完了時 
タイ材取付完了時 

本体工（コンクリー

ト矢板式） 
コンクリート矢板工〔出来形〕 打込完了時 
控工〔出来形〕 控鋼矢板打込完了時 

控鋼杭打込完了時 
腹起取付完了時 
タイ材取付完了時 

本体工（鋼杭式） 鋼杭工〔出来形〕 打込完了時 
本体工（コンクリー

ト杭式） 
コンクリート杭工〔出来形〕 打込完了時 

被覆・根固化 被覆石工〔出来形〕 石投入完了時（均しを行わない

面） 
均し完了時 

被覆ブロック工〔出来形〕 製作完了時 
据付完了時 

根固化ブロック工〔出来形〕 製作完了時 
据付完了時 
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工  種 種  別〔項 目〕 検 査 時 期 

上部工 上部コンクリート工〔出来

形〕 
鉄筋組立完了時 
製作完了時 

上部ブロック工〔出来形〕 製作完了時 
据付完了時 

付属工 係船柱工〔出来形〕 施工完了時 
防舷材工〔出来形〕 設置完了時 
車止・緑金物工〔出来形〕 施工完了時 
防食工〔出来形〕 電気防食完了時 

FRP モルタル被覆完了時 
ペトロラタム被覆完了時 
コンクリート被覆完了時 
防食塗装完了時 

係船環工〔出来形〕 設置完了時 
滑り材工〔出来形〕 設置完了時 

消波工 洗掘防止工〔出来形〕 マット敷設完了時 
消波ブロック工〔出来形〕 製作完了時 

据付完了時 
裏込・裏埋工 裏込工〔出来形〕 材料投入完了時（均しを行わない

面） 
均し完了時 
マット敷設完了時 

裏埋工〔出来形〕 材料投入完了時 
裏埋土工〔出来形〕 土砂掘削完了時 

土砂盛土完了時 
陸上地盤改良工 圧密・排水工〔出来形〕 サンドドレーン杭打設完了時 

敷砂完了時 
載荷完了時 
ペーパードレーン杭打設完了時 
グラベルマット敷均し完了時 
グラベルドレーン杭打設完了時 

締固化〔出来形〕 ロッドコンパクション完了時 
サンドコンパクションパイル完

了時 
敷砂完了時 
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工  種 種  別〔項 目〕 検 査 時 期 
陸上地盤改良工 固化工〔出来形〕 深層混合固化処理杭完了時 

敷砂完了時 
事前混合処理完了時 
表層固化処理完了時 

土工 掘削工〔出来形〕 土砂掘削完了時 
盛土工〔出来形〕 
路床盛土工〔品 質〕 
     〔出来形〕 
法面工〔出来形〕 

土砂盛土完了時 
盛土施工時 
盛土完了時 
盛土完了時 

舗装工 コンクリート舗装工〔品 

質〕 
         〔出来

形〕 

各層路盤施工時 
各層路盤完了時 
舗装完了時 

アスファルト舗装工〔品 

質〕 
アスファルト舗装工〔出来

形〕 

下層路盤施工時 
上層路盤施工時 
下層路盤完了時 
上層路盤完了時 
基層完了時 
表層完了時 

魚礁工 単体魚礁製作工・単体魚礁

製作 
〔出来形〕 

鉄筋組立完了時 
製作完了時 

単体魚礁製作工・組立魚礁

製作 
〔出来形〕 

組立完了時 

魚礁沈設工〔出来形〕 位置測量時 
魚礁沈設時（指定基数） 

増殖場工 着定基質製作工・単体着定

基質製作〔出来形〕 
鉄筋組立完了時 
製作完了時 

着定基質製作工・組立着定

基質製作〔出来形〕 
組立完了時 

着定基質設置工〔出来形〕 位置測量時 
着定基質設置時（指定基数） 

石材着定基質工〔出来形〕 位置測量時 
石投入完了時（均しを行わな

い面） 
均し完了時 
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工   種 種  別〔項 目〕 検 査 時 期 

維持補修工 維持塗装工〔出来形〕 係船柱塗装完了時 
車止塗装完了時 
緑金物塗装完了時 

防食工〔出来形〕 電気防止完了時 
FRP モルタル被覆完了時 
ペトロラタム被覆完了時 
コンクリート被覆完了時 
防食塗装完了時 

構造物撤去工 取壊し工〔出来形〕 コンクリート取壊し完了時 
撤去工〔出来形〕 水中コンクリート撤去完了時 

鋼矢板等切断撤去完了時 
腹起・タイ材撤去完了時 
舗装版撤去完了時 
石材撤去完了時 
ブロック撤去完了時 
鋼矢板・H 形鋼杭引抜き撤去完了

時 
仮設工 仮設鋼矢板工〔出来形〕 仮設鋼矢板・H 形鋼杭打込完了時

（指定仮設に限る） 
仮設鋼杭・鋼管矢板工〔出来

形〕 
打込完了時（指定仮設に限る） 

仮設道路工〔出来形〕 施工完了時（指定仮設に限る） 
雑工 現場鋼材溶接工〔出来形〕 現場鋼材溶接、被覆溶接（水中）、

スタッド溶接（水中）完了時 
現場鋼材切断工〔出来形〕 切断完了時 
その他雑工〔出来形〕 清掃完了時 

削孔完了時 
道路舗装工 コンクリート舗装工〔品 質〕 

 
         〔出来形〕 
 
 

下層路盤施工時 
上層路盤施工時 
下層路盤完了時 
上層路盤完了時 
舗装完了時 

アスファルト舗装工〔品 質〕 
 
         〔出来形〕 

下層路盤施工時 
上層路盤施工時 
下層路盤完了時 
上層路盤完了時 
基層完了時 
表層完了時 

 



5-7 
 

 
工   種 種  別〔項 目〕 検 査 時 期 

道路舗装工 道路付属工〔出来形〕 緑石設置完了時 
区画線及び道路標示塗装完了時 
道路標識設置完了時 
防護柵設置完了時 

緑地工 植生工〔出来形〕 張芝完了時 
筋芝完了時 
播種完了時 
種子吹付完了時 
植裁完了時 
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2．海上工事における関係法令一覧 

分    類 法    令    名 
航行安全に関する

法令 
海上衝突予防法    （昭和 52.6.1 法律第 62 号） 
 同 施行規則    （昭和 52.7.1 運輸省令第 19 号） 
海上交通安全法    （昭和 47.7.3 法律第 115 号） 
 同 施工令     （昭和 48.1.26 政令第 5 号） 
 同 施行規則    （昭和 48.3.27 運輸省令第 9 号） 
港則法        （昭和 23.7.15 法律第 174 号） 
 同 施行令     （昭和 40.6.22 政令第 219 号） 
 同 施行規則    （昭和 23.10.9 運輸省令第 29 号） 
水路業務法      （昭和 25.4.17 法律第 102 号） 
 同 施行令     （平成 13.12.28 政令第 433 号） 
 同 施行規則    （昭和 25.7.26 運輸省令第 55 号） 
航路標識法      （昭和 24.5.24 法律第 99 号） 
 同 施行規則    （昭和 24.6.25 運輸省令第 30 号） 
水難救護法      （明治 32.3.29 法律第 95 号） 
 同 施行令     （昭和 28.8.31 政令法第 237 号） 
 同 施行規則    （昭和 32.7.29 逓信省令第 35 号） 
海難審判法      （昭和 22.11.19 法律第 135 号） 
 同 施行令     （昭和 23.3.6 政令第 54 号） 
 同 施行規則    （昭和 23.4.2 運輸省令第 8 号） 
船舶法        （昭和 32.3.8 法律第 46 号） 
 同 施行規則    （昭和 32.6.12 逓信省令第 24 号） 
内航海運業法     （昭和 27.5.27 法律 151 号） 
 同 施行規則    （昭和 27.7.2 運輸省令第 42 号） 

漁港等整備に関す

る法令 
漁港漁場整備法    （昭和 25.5.2 法律第 137 号） 
 同 施行令     （昭和 25.7.25 政令法 239 号） 
 同 施行規則    （昭和 26.7.17 農林省令第 47 号） 
港湾法        （昭和 25.5.31 法律第 218 号） 
 同 施行令     （昭和 26.1.19 政令第 4 号） 
 同 施行規則    （昭和 26.11.22 運輸省第 98 号） 
港湾の施設の技術上  （平成 19.3.26 国土交通省令第 15
の基準を定める省令 号） 
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分    類 法    令    名 

 海岸法        （昭和.31.5.12 法律第 101 号） 
 同 施行令     （昭和 31.11.7 政令第 332 号） 
 同 施工規則    （昭和 31.11.10 

農林、運輸、建設省令第 1 号） 
公有水面埋立法    （大正 10.4.9 法律第 57 号） 
 同 施行令     （大正 11.4.8 勅令第 194 号） 
 同 施工規則    （昭和 49.3.18 

運輸、建設省令第 1 号） 
海洋汚染防止等に

関する法令 
海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律 
           （昭和 45.12.25 法律第 136 号） 
 同 施行令     （昭和 46.6.22 政令第 201 号） 
 同 施行規則    （昭和 46.6.23 運輸省令第 38 号） 
船舶の通常の活動に伴い生ずる汚水であって海洋におい

て処分することができるものの水質の基準を定める省令 
           （昭和 47.8.5 運輸省令第 50 号） 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
           （昭和 45.12.25 法律第 137 号） 
 同 施行令     （昭和 46.9.23 政令第 300 号） 
 同 施行規則     （昭和46.9.23厚生省令第35号） 
資源の有効な利用の促進に関する法律 
           （平成 3 年 4.26 法律第 48 号） 
建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律 
           （平成 12.5.31 法律第 104 号） 
 同 施行令     （平成 12.11.29 政令第 495 号） 
 同 施行規則（平成 14.3.5 国土交通省・環境省第 1 号） 
水質汚濁防止法    （昭和 45.12.25 法律第 138 号） 
 同 施行令     （昭和 46.6.17 政令第 188 号） 
 同 施行規則    （昭和 46.6.19 

総理府通産省令第 2 号） 
水産資源保護法     （昭和 26.12.17 法律第 313 号） 
自然環境保全法     （昭和 47.6.22 法律第 85 号） 
 同 施行令      （昭和 48.3.31 政令第 38 号） 
 同 施行規則      （昭和48.11.9総理府令第62号） 
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分    類 法    令    名 

自然公園に関する

法令 
自然公園法       （昭和 32.6.1 法律第 161 号） 
 同 施行令      （昭和 32.9.30 政令第 298 号） 
 同 施工規則     （昭和 32.10.11 厚生省令第 41 号） 

危険物に関する法

令 
火薬類取締法      （昭和 25.5.4 法律第 149 号） 
 同 施行規則     （昭和 25.10.31 通産省令第 88 号） 
火薬類の運搬に関する総理府令 
            （昭和 35.12.28 総理府令第 65 号） 
危険物船舶運送及び貯蔵規則 
            （昭和 32.8.20 運輸省令第 30 号） 
危険物の規則に関する政令 

（昭和 34.9.26 政令第 306 号） 
危険物の規則に関する規則 
            （昭和 34.9.29 総理府令第 55 号） 

火災防止に関する

法令 
消防法         （昭和 23.7.24 法律第 186 号） 
 同 施行令      （昭和 36.3.25 政令第 37 号） 
 同 施行規則     （昭和 36.4.1 自治省令第 6 号） 

交通安全に関する

法令 
道路交通法       （昭和 35.6.25 法律第 105 号） 
 同 施行令      （昭和 35.10.11 政令第 270 号） 
 同 施行規則     （昭和 35.12.3 総理府令第 60 号） 
土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関

する特別措置      （昭和 42.8.2 法律第 131 号） 
船舶設備に関する

法令 
船舶安全法       （昭和 8.3.15 法律第 11 号） 
 同 施行令      （昭和 9.2.1 勅令第 13 号） 
 同 施工規則     （昭和 38.9.25 運輸省令第 41 号） 
船舶構造規則      （平成 10.3.31 運輸省令第 16 号） 
船舶機関規則      （昭和 59.8.30 運輸省令第 28 号） 
船舶設備規程      （昭和 9.2.1 逓信省令第 6 号） 
船舶区画規程       （昭和 27.11.14 運輸省令第 97 号） 
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分    類 法    令    名 

 船舶防火構造規則    （昭和 55.5.6 運輸省令第 11 号） 
満載喫水線規則     （昭和 43.8.10 運輸省令第 33 号） 
船舶復原性規則      （昭和 31.12.28 運輸省令第 76 号） 
船舶救命設備規則    （昭和 40.5.19 運輸省令第 36 号） 
船舶消防設備規則    （昭和 40.5.19 運輸省令第 37 号） 

船員に関する法令 船舶職員及び小型船舶操縦者法 
            （昭和 26.4.16 法律第 149 号） 
 同 施行令      （昭和 58.2.12 政令第 13 号） 
 同 施工規則     （昭和 26.10.15 運輸省令第 91 号） 
船員法         （昭和 22.9.1 法律第 100 号） 
 同 施行規則     （昭和 22.9.1 運輸省令第 23 号） 
船員労働安全衛生規則  （昭和 39.7.31 運輸省令第 53 号） 
船員保険法       （昭和 14.4.6 法律第 73 号） 

陸上労働に関する

法令 
労働基準法       （昭和 22.4.7 法律第 49 号） 
 同 施行規則     （昭和 22.8.30 厚生省令第 23 号） 
女子年少者労働基準規則 

 （昭和 29.6.19 労働省令第 13 号） 
事業付属寄宿舎規則   （昭和 22.10.31 労働省令第 7 号） 
建設業付属寄宿舎規程  （昭和 42.9.29 労働省令第 27 号） 
建設労務者の雇用の改善等に関する法律 
            （昭和 51.5.27 法律第 33 号） 
労働安全衛生法     （昭和 47.6.8 法律第 57 号） 
 同 施行令      （昭和 47.8.19 政令第 318 号） 
労働安全衛生規則    （昭和 47.9.30 労働省令第 32 号） 
有機溶剤中毒予備規則  （昭和 47.9.30 労働省令第 36 号） 
ボイラー及び圧力容器安全規則 
            （昭和 47.9.30 労働省令第 33 号） 
クレーン等安全規則   （昭和 47.9.30 労働省令第 34 号） 
ゴンドラ安全規則    （昭和 47.9.30 労働省令第 35 号） 
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分     類 法    令    法 

 高気圧作業安全衛生規則 
            （昭和 47.9.30 労働省令第 40 号） 
酸素欠乏症等防止規則   （昭和 47.9.30 労働省令第 42 号） 
労働者災害補償保険法   （昭和 22.4.7 法律第 50 号） 
 同 施行令      （昭和 52.3.23 政令第 33 号） 
 同 施行規則     （昭和 30.9.1 労働省令第 22 号） 
職業安定法       （昭和 22.11.30 法律第 141 号） 
 同 施行令      （昭和 28.8.31 政令第 242 号） 
同 施行規則      （昭和 22.12.29 労働省令第 12 号） 

雇用保険法       （昭和 49.12.28 法律第 116 号） 
 同 施行令      （昭和 50.3.10 政令第 25 号） 
 同 施行規則     （昭和 50.3.10 労働省令第 3 号） 
労働保険の保険料の徴収等に関する法律 
            （昭和 44.12.9 法律第 84 号） 
 同 施行令      （昭和 47.3.31 政令第 46 号） 
 同 施行規則     （昭和 47.3.31 労働省令第 8 号） 
健康保険法       （大正 11.4.22 法律第 70 号） 
 同 施行令      （大正 15.6.30 勅令第 243 号） 
 同 施行規則     （大正 15.7.1 内令第 36 号） 
厚生年金保険法     （昭和 29.5.19 法律第 115 号） 
 同 施行令      （昭和 29.5.24 政令第 110 号） 
 同 施行規則     （昭和 29.7.1 厚生省令第 37 号） 
最低賃金法       （昭和 34.4.15 法律第 137 号） 
 同 施行規則     （昭和 34.7.10 労働省令第 16 号） 
賃金の支払の確保等に関する法律 
            （昭和 51.5.27 法律第 34 号） 
 同 施行令      （昭和 51.6.28 政令第 169 号） 
 同 施行規則     （昭和 51.6.28 労働省令第 26 号） 
職業能力開発促進法   （昭和 44.7.18 法律第 64 号） 
 同 施行令      （昭和 44.9.30 政令第 258 号） 
 同 施行規則     （昭和 44.10.1 労働省令第 24 号） 
所得税法        （昭和 40.3.31 法律第 33 号） 
 同 施行令      （昭和 40.3.31 政令第 96 号） 
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分    類 法   令   名 

  同 施行規則     （昭和 40.3.31 大蔵省令第 11 号） 
建設業退職金共済制度  （昭和 39.6.18 政令第 188 号） 
悪臭防止法       （昭和 46.6.1 法律第 91 号） 
 同 施行令      （昭和 47.5.30 政令第 207 号） 
 同 施行規則     （昭和 47.5.30 政令第 39 号） 
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3.工事等に関する許可申請、届出手続 
（1）漁港内で工事等を施行する場合 
  

書類の名称 工 事 等 許 可 申 請 書 
根 拠 法 令 漁港漁場整備法 39 
適 用 海 域 漁港の区域内の水域又は公共空地 
手続を必要とす

るとき 
次の工事等を施行しようとするとき 
① 工作物の建設若しくは改良 
 （水面又は土地の占用を伴うものを除く） 
②  土砂の採取、土地の掘削若しくは盛土 
③  汚水の放流若しくは汚物の放棄 
④  水面若しくは土地の一部の占用 
  （公有水面の埋立による場合を除く） 

提  出  者 工事等施工者 
提  出  者 漁港管理者 

 注） 特定漁港漁場整備事業計画若しくは漁港管理規定によっ 
てする行為、又は農林水産省令で定める軽易な行為につ 
いては、この限りではない。 
国の機関又は地方公共団体（港湾法に規定する港務局を 
含む）が上記の許可を要する行為をしようとする場合に 
は、あらかじめ漁港管理者に協議することをもって足り 
る。 

 
 
（2）港湾区域内で工事等を施工する場合 

書類の名称 港 湾 工 事 等 許 可 申 請 書 
根 拠 法 令 港湾法 37－1 項、同令 13、14 
適 用 海 域 港湾区域内、又は港湾隣接地域内（港湾隣接地域内とは、 

港湾区域に隣接する地域であって港湾管理者の長が指定 
する区域） 

手続を必要とす

るとき 
次の工事等を施工しようとするとき 
① 港湾区域の水域（上空 100m までの区域及び水底下 
 60m までの区域を含む以下同じ）又は公共空地の占用 
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書類の名称 港 湾 工 事 等 許 可 申 請 書 

 ② 港湾区域内の水域又は公共空地における土砂の採取 
③ 水域施設、外かく施設、けい留施設、運河、用水き 
 ょ又は排水きょの建設又は改良（第一項の占用を伴う 
ものは除く） 
④ 前各号に掲げるものを除き、港湾の開発、利用又は 
 保全に著しく支障を与えるおそれのある次の行為 
 イ．港湾管理者の長が指定する護岸、堤防、岸壁、さ 
  ん橋又は物揚場の水際線から 20m 以内の地域おい  
  てする構築物の建設又は改築 
 ロ．港湾管理者の長が指定する廃物の投棄 

提  出  者 工事等施工者 
提  出  先 港湾管理者の長 

 他の法令との関 
 係 

公有水面埋立法第 2 条 1 項の規定による免許を受けた 
場合は、本件許可は不要である。 
港湾区域の定めのない港湾で都道府県知事が水域を定め 
て公告した場合は、その水域施設、外かく施設、若しく 
はけい留施設を建設し、その他水域の一部を占用し、土 
砂を採取し、又はその他の港湾の利用若しくは保全に支 
障を与えるおそれがある政令で定める行為をしようとす 
る者は、当該都道府県知事の許可を受けなければならな 
い。（港湾法 56－1） 

 
 
（3）港域内又は境界付近で工事等を施工する場合 

書類の名称 作 業 等 許 可 申 請 書 
根 拠 法 令 港則法 31－1 項、37－3 項、同則 16 

 
適 用 海 域 特定港内又は特定港の境界附近（特定港以外の港にも準 

用） 
手続を必要とす

るとき 
工事又は作業を行うとき 

提  出  者 工事又は作業の実施責任者 
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書類の名称 作 業 等 許 可 申 請 書 

提  出  先 特定港にあっては所轄港長 
特定港以外の港にあっては所轄海上保安監部又は海上保 
安部の長 

申請の内容 ① 氏名及び住所 
② 工事又は作業の目的及び種類 
③ 工事又は作業の期間及び時間 
④ 工事又は作業の区域又は場所 
⑤ 工事又は作業の方法 
⑥ その他（標識、警戒要領その他船舶に対する事故防 
 止措置等） 

 
 
（4）港湾区域及び第 56 条第 1 項の規定により公示されている水域を除く水域 
  で工事等を施工する場合 

書類の名称 工 事 等 届 出 書 
根 拠 法 令 港湾法 56－3、同令 20、同則 29、30 
適 用 海 域 港湾区域及び港湾法第 56 条第 1 項以外の水域 
手続を必要とす 
るとき 

水域施設、外郭施設又は係留施設（危険物積載船、旅客 
船又は自動車航送船を係留するための係留施設、スポー 
ツ又はレクリェーション用に供するヨット、モーターボ 
ートその他の船舶を係留するための係留施設、総トン数 
500 トン以上の船舶の係留施設）を建設し又は改良する 
場合 

提  出  者 工事等施工者 
提  出  先 都道府県知事（当該届出にかかわる水域施設等の所在す 

る地先水面が 2 以上の都道府県にまたがる時はそれぞれ 
に提出） 

記 載 事 項 1）事 項 
 ① 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表 
  者の氏名 
 ② 種類規模及び構造 
 ③ 船舶許容能力、係留能力 
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書類の名称 工 事 等 届 出 書 

  ④ 工事の開始及び完了の予定期日 
 ⑤ 使用及び管理の計画 
2）添付書類 
 ① 工事設計書 
 ② 位置及び付近の状況を表示した縮尺 1／10,000 以 
  上の図面 
 ③ 水域の範囲及び水深を表示した縮尺 1／1,000 以上 
  の図面 
 ④ 規模及び構造を表示した縮尺 1／1,000 以上の平面 
  図、立面図、断面図及び構造図（種類、規模等によ 
  り一部を省略することができる） 
 ⑤ その他参考書類 

 
 
（5）東京湾、伊勢湾、瀬戸内海で工事等を施工する場合 

書類の名称 工事等許可申請書 工事等届出書 
根 拠 法 令 海交法 30、同規則 25 海交法 31、同規則 27 
適 用 海 域 航路又はその周辺の政令で 

定める海域 
左記以外の海交法適用海域 

手続を必要とす

るとき 
① 工事、作業をするとき 
 又は変更するとき 
② 工作物の設置、又は変 
 更するとき 

 同 左 
 
 同 左 

提  出  者 工事、作業を行おうとする 
者又は工作物を設置しよう 
とするもの 

 同 左 
 

提  出  先 所轄海上保安（監）部 
（所轄管区海上保安本部長 
あて） 

 同 左 
 同 左 

提 出 部 数 2 部 
 
 
 
 

 同 左 
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書類の名称 工事等許可申請書 工事 等 届 出 書 

記 載 事 項 ① 氏名又は名称及び住所 
 並びに法人にあってはそ 

 の代表者の氏名 
② 当該行為の種類 
③ 当該行為の目的 
④ 当該行為に係わる場所 
⑤ 当該行為の方法 
⑥ 当該行為により生じる 
 おそれがある船舶交通の 
 妨害を予防するために講 
 じる措置の概要 
⑦ 当該行為の着手及び完 
 了の予定期日 
⑧ 工事又は作業をしよう 

 とする場合は 
 イ．現場責任者の氏名及 
 び住所 
ロ.使用船舶の概要 

⑨ 工作物を設置しようと 
 する場合はその工作物の 
 概要 
（添付書類） 
 位置図、並びに当該行為 
に係わる工作物の平面図、 
断面図、構造図   

① 許可記載事項のうち① 
 ～⑤及び⑦の事項 
② 当該行為により生じる  
 おそれがある船舶交通危  
 険を防止するために講じ 
 る措置の概要 
③ 工事又は作業をしよう 
 とする場合にあっては許 
 可記載事項の⑧の事項 
④ 工作物を設置する場合 
 にあっては許可記載事項 
 の⑨の事項 
⑤ けい留施設を設置しよ 
 うとする場合はけい留施 
 設の使用計画 
（添付書類） 
 位置図並びに当該行為に 
 係る 
 工作物の平面図、断面 
 図、構造図、⑤にあって 
 は使用の計画の作成の基 
 礎を記載した書類 

他の法令との関

係 
港則法の規定に基づき工事の許可を受けた場合は本件の 
許可、届出は不要である 

 
 
（6）海岸保全区域で工事等を施工する場合 

書類の名称 海岸保全区域 
占用許可申請書 

海岸保全区域 
工事等許可申請書 

根 拠 法 令 海岸法 7、同則 3 海岸法 8、同令 3、同則 4 
適 用 海 域 （陸地においては満潮時の

水際線から、水面において 
は干潮時の水際線から、そ 
れぞれ 50m を超えない範

囲） 

 同 左 
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書類の名称 海岸保全区域 

占用許可申請書 
海岸保全区域 

工事等許可申請書 
手続きを必要とす

るとき 
海岸保全施設以外又は工作

物を設けて、当該海岸保全区

域を占用しようとするとき 

次の行為をしようとすると

き 
① 土砂（砂を含む）を採

取すること 
② 水面若しくは他の土地

の他の施設等を新設し、

又は水面若しくは他の土

地にある他の施設等を改

築すること 
③ 土地の掘削、盛土、切

土その他政令で定める行

為（木材その他の物件を

投棄し、又は係留する等

の行為で、海岸保全施設

を損壊するおそれがある

と認めて海岸管理者が指

定するもの） 
提  出  者 占用しようとするもの 工事等施工者 
提  出  先 海岸管理者  同 左 

申 請 の 内 容 ① 海岸保全区域の占用の

目的 
② 海岸保全区域の占用の

期間 
③ 海岸保全区域の占用の

場所 
④ 施設又は工作物の構造 
⑤ 工事実施の方法 
⑥ 工事実施の期間 

① 土石採取の場合 
 イ．採取の目的 
 ロ．採取の期間 
 ハ．採取の場所 
 ニ．採取の方法 
 ホ．採取量 
② 施設又は工作物の新

設、改築の場合 
 イ．新設又は、改築する

目的 
 ロ．新設又は、改築する

目的 
 ハ．新設又は、改築する

新設又は工作物の構造 
 ニ．工事実施の方法 
 ホ．工事実施の期間 
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書類の名称 河岸保全区域 

占用許可申請書 
海岸保全区域 

工事等許可申請書 
  ③ 土地の掘削、盛土、切

土等を行う場合 
 イ．目 的 
 ロ．内 容 
 ハ．期 間 
 ニ．場 所 
 ホ．方 法 

他の法令との関

係 
漁港漁場整備法第 39 条第 1 項の規程による許可を受けた者

が行う当該許可に係る行為、並びに同法第 19 条第 1 項から

第 4 項の規程による特定漁港漁場整備事業計画及び同法第

34 条の規程による漁港管理規定による漁港管理規定に基づ

いてする行為については、本許可は不要。 
 
 
（7）自然公園、特別地域区内で工事を施工する場合 

書類の名称 自然公園法特別地域工事許可申請書 
根 拠 法 令 自然公園法 17 18 18-2 同則 10 
適 用 海 域 特別地域（国立公園、国定公園） 

特別保護地区、海中公園地区 
手続きを必要と

するとき 
特別地域内で次の行為をしようとするとき 
① 工作物を新築し、改築し、又は増築すること 
② 木竹を伐採すること 
③ 鉱物を掘採すること 
④ 河川、潮沼等の水位又は水量に増減を及ばせること 
④の 2．環境大臣が指定する潮沼又は湿原及びこれらの周辺

1 キロメートルの区域内において当該潮沼若しくは湿原

又はこれらに流水が流入する水域若しくは水路に汚水又

は廃水を排水設備を設けて排水すること 
⑤ 広告物その他これに類するものを提出し、若しくは設置

し、又は公告その他これに類するものを工作物等に表示す

ること 
⑥ 水面を埋立て、又は干拓すること 
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書類の名称 自然公園法特別地域工事許可申請書 

 ⑦ 土地を開墾しその他土地の形状を変更すること 
⑧ 高山植物その他これに類する植物で環境大臣が指定

するものを採取し、又は損傷すること 
⑨ 屋根、壁画、堀、橋、鉄塔、送水管その他これらに類

するものの色彩を変更すること 
⑩ 道路、広場、田、畑、牧場及び宅地以外の地域のうち

環境大臣が指定する区域内において車馬若しくは動力

船を使用し、又は航空機を着陸させること 
提  出  者 工事等施工者 
提  出  先 国立公園区域 環境大臣 

国定公園区域 都道府県知事 
申 請 の 内 容 ① 申請書の住所及び氏名（法人にあたっては、主たる事

務所）の所在地及び名称並びに代表者の氏名） 
② 行為の種類 
③ 行為の目的 
④ 行為の場所 
⑤ 行為地及びその付近の状況 
⑥ 行為の施工方法 
⑦ 着手及び完了の予定日 
（添付図面等） 
 ① 行為の場所を明らかにした縮尺5万分の1以上の地

形図 
 ② 行為地及びその附近の状況を明らかにした縮尺 5

千分の 1 以上の概況図及び天然色写真 
③ 行為の施工方法を明らかにした縮尺千分の 1 以上

の平面図、立面図、断面図、構想図及び意匠配色図 
④ 行為終了後における植栽その他修景の方法を明ら

かにした縮尺千分の 1 以上の図面 
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（8）水路測量を実施する場合 

書類の名称 水 路 測 量 許 可 申 請 書 
根 拠 法 令 水路業務法 6、同則 2、3 

手続きを必要とす

るとき 
海上保安庁以上の者が、その費用の全部又は一部を国又

は地方許公共団体が負担し、又は補助する水路測量を実

施しようとするとき 
ただし、次の場合は、本体許可は不要である 
① 学術的な調査、研究のための水路測量 
② 港湾施設施工のための水路測量 
③ 百分の一未満の縮尺図を調整するための水路測量 
④ 前各号の他、高度の正確さを必要としない水路測量 

提  出  者 水路測量実施者 
提  出  先 管区海上保安本部海洋情報部（管区海上保安本部長あて） 

申 請 の 内 容 ① 申請者の住所、氏名又は名称 
② 水路測量の目的区域 
③ 精 度 
④ 方 法 
⑤ 期 間 
⑥ 水路測量を計画する機関の名称､代表者氏名､所在地 
⑦ 水路測量作業を行う機関の名称､代表者氏名､所在地 
⑧ 水路測量作業員の構成 

 
 
（9）航路標識を設置、管理、変更する 

書類の名称 航路標識設置（管理） 
許 可 申 請 書 

航路標識現状変更 
許 可 申 請 書 

根 拠 法 令 航路標識法 2 のただし書 
同則 1、3 

航路標識法 5 の 1 
同則 7 

手続きを必要とする

とき 
海上保安庁以外の者が、その

者が行う事業又は事務の用

に供するため、その者の費用

で航路標識を設置し、又は管

理するとき 
 

海上保安庁以外の者が

設置した航路標識の管

理者が、その航路標識

を廃止し、その他その

現状を変更しようとす

るとき 
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書類の名称 航路標識設置（管理） 
許 可 申 請 書 

航路標識現状変更 
許 可 申 請 書 

提  出  者 設置及び管理しようとする

者 
航路標識の管理者 

提  出  先 所轄海上保安本部燈台部 
（管区海上保安本部長あて） 

 同 左 

申 請 の 内 容 1）設置の場合 
 ① 理由書 
 ② 設置位置を海図上に    

  示した図面 
 ③ 航路標識の全体を示

した側面図 
 ④航路標識の各部の構造

についての図面 
 ⑤ 告示要項書 
 ⑥ 用品調達 
2）管理の場合 
 ① 航路標識の名称 
 ② 管理の理由 
 ③ 管理期間 
 ④ 管理条件 
 ⑤ 管理方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1）位置を変更する場合 
 ① 設置位置を海図上に

示した図面 
 ② 告示要項書 
2）性質又は構造を変更する

場合 
 ① 航路標識の全体を示

した側面図 
 ② 航路標識の各部の構

造についての図面 
 ③ 告示要項書 
3）廃止、休止の場合［航路

標識廃止（休止）許可申

請書〕 
 ① 理 由 
 ② 廃止の期日（休止の

期間） 
 ③ 廃止（休止）に伴う

措置 
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（10）漁港の修築等の工事をする場合 

書類の名称 水路業務法第 19 条第 1 項に基づく通報 
根 拠 法 令 水路業務法第 19 条第 1 項 

手続きを必要とす

るとき 
漁港漁場整備法第 2 条に定める漁港の区域における修

築、その他海岸線に重大な変化を生じる工事（水路業務

法の記述）を施行しようとするとき 
提  出  者 工事等施行者 
提  出  先 所轄海上保安本部海洋情報部（海上保安庁長官あて） 

申請の内容 ① 工事の名称 
 工事計画書、発注書等に記載された名称、又は工事設

置の名称等 
② 工事の概要 
 施行設置の名称及び海上作業に係る大まかな工事の種

別 
③ 工事の期間（予備日を含む） 
④ 場所及び区域 
 工事計画平面図等を添付 
⑤ 計画機関 
 工事発注者名及び連絡先 
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4．船舶航行に関する報告手続きの手引き 
 （1）長大物件をえい（押）航するときの航路通報 
名    称 長大物件えい航船等航路予定通報 

根 拠 法 令 海交法 22、同則 12、13、14 
手続き必要とす

るとき 
長大物件えい航又は押航して（引き船の船首から引かれる物

件の後端まで又は押し船の船尾から押される物件の先端ま

での長さが 200m 以上のもの）、海交法第 2 条 1 項に規程す

る航路を航行しようとするとき、及び予定を変更したとき 
通  報  者 船長又は船長の職務代行者 
通  報  先 航路を担当する海上保安部署 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 海難事故が発生した場合は、発生した海域を管轄する 
海上保安（監）部 

通 報 時 期 ① 最初の通報：航路入航予定日の前日の正午まで 
② 変更通知：航路入航予定時刻の 3 時間前 
       以降その都度直ちに 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

航  路  名           航路担当部署 
浦賀水道航路、中ノ瀬航路     東京湾海上交通ｾﾝﾀｰ 
明石海峡航路           大阪湾海上交通ｾﾝﾀｰ 
備讃瀬戸東航路、宇高東航路     
                 備讃瀬戸海上 
宇高西航路、備讃瀬戸北航路 
                      交通ｾﾝﾀｰ 
備讃瀬戸南航路、水島航路 
                 第四管区海上 
伊良潮水道航路                保安本部 
来島海峡航路           来島海峡海上交通 
                        ｾﾝﾀｰ 
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名   称 長大物件えい航船等航路予定通報 

通 達 手 段 海上保安庁長官が告示で定める方法 
通 報 事 項 ① 船舶の名称及び総トン数 

② 長大物件えい（押）航船の全体の長さ及び喫水（単

位メートル） 
③ 長大物件えい（押）航船の引き又は押す物件の概要

（種類、長さ、巾、高さ等） 
④ 仕向港（仕向港の定まっている船舶い限る） 
⑤ 航行しようとする航路の区間 
⑥ 航路入航予定日時（時刻は 24 時、日本標準時による） 
⑦ 航路出航予定日時（同 上） 
⑧ 船舶局の呼出符号又は呼出名称（船舶局のある船舶

に限る） 
⑨ 海上保安庁との連絡方法（船舶局のない船舶に限る） 

（注）（1）通報を郵送する場合は、封筒に「航路通報」と朱書きすること。 
   （2）航路を通航しない場合はこの通報は必要としない。 
 
 
（2）海難発生時の通報 

名   称 海難報告 海難報告 
根 拠 方 法 海交法 33、同則 29 港則法 25 

適用海域 東京湾、伊勢湾、瀬戸内海 港内又は港の境界付近 
手続きを必要とする

とき 
海難により船舶交通の危険が

生じる又は生じるおそれがあ

るとき 

海難により他の船舶交通を

阻害する状態が生じたとき 

通   報   者 船 長 船 長 
通   報   先 所轄海上保安（監）部の長 所轄港長又は所轄海上保安

（監）部の長 
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名  称 海 難 報 告 海 難 報 告 

通 報 事 項 ① 海難の概要 
② 標識の設置等その他の

船舶交通の危険を防止す

るためにとった設置の概

要 

同 左 

 
 
（3）航路標識等事故発生時の通報 

名    称 航路標識事故発生時の通報 
根 拠 法 令 航路標識 7 
適 用 海 域 港、湾、海峡、その他国内沿岸水域 

手続を必要とするとき 航路標識に事故のある事を発見したとき 
通   報   者 事故発見者 
通   報   先 海上保安庁又は所轄管区海上保安本部若しくはその事

務所 
通 報 事 項 事故状況 

 
 
（4）海難報告 

名    称 海  難  報  告  書 
根 拠 法 令 船員法 19、同則 14 

手続を必要とする

とき 
次の事態が発生したとき 
① 船舶の衝突、乗場、沈没、滅失、火災、機関の損傷そ

の他の海難が発生したとき 
② 人命又は船舶の救助に従事したとき 
③ 航行中、他の船舶の遭難を知ったとき 
④ 船内にある者が死亡し、又は行方不明になったとき 
⑤ 予定航路変更したとき 
⑥ 船舶が抑留され、又は捕獲されたとき、その他船舶に

関し著しい事故があったとき 
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名   称 海  難  報  告  書 

報  告  者 船 長 
報  告  先 最寄りの地方運輸局等の事務所 
報 告 時 期 発生後遅滞なく 
報 告 部 数 2 部 
報 告 内 容 ① 件名（衝突、火災、遭難船舶救助、船員死亡等） 

② 件 名 
③ 船 質 
④ 船舶番号 
⑤ 船籍港 
⑥ 総トン数 
⑦ 航行区域又は従業制限及び従業区域 
⑧ 主機の種類、箇数及び出力 
⑨ 船舶所有者住所、氏名又は名称 
⑩ 船 長 住所、氏名 海技名状 種類、番号 
⑪ 機関長 住所、氏名 海技名状 種類、番号 
⑫ 発航港及び到着港 
⑬ 事実発生の年月日時及び場所 
⑭ 事実のてん末 

様    式 第 4 号 
注） ① 海難報告書を提出する際、航海日誌を呈示すること 

航海日誌を呈示できないときは、その理由を事実の末

尾に記載すること 
② 航行中他の船舶の遭難を知ったことの報告の場合に

は遭難船舶の救助におもむくことができなかった理由

をも記載すること 
③ 船舶の海難に関する報告の場合には、旅客船、貨物

船、油送船、漁船等の用途を備考として事実の末尾に

記載すること 
④ 報告書が二葉以上にわたるときは、各葉にわたって

契印すること 
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5．工事の施工等に関する通達 
（1）施工条件明示について 
 

４ － ２ ７ ２ ８ 
平成４年４月 20 日 

 
関係都道府県 
漁港担当庶務課長 殿 
 

水産庁漁港部建設課長 
 

施工条件明示について 
 
漁港関係工事を請負施工する場合における工事の設計図書に明記すべき施工

条件について、下記のとおり、明示項目及び明示事項を取りまとめたので、今

後の漁港関係工事の執行に当たっては、これを参考にされたい。 
また、貴管下関係市町村には貴職からこの旨通知願いたい。 

 
記 

 
1．目 的 
 工事を施工するに当たって、制約を受ける当該工事に関する施工条件を施工

図書に明示することによって、工事の円滑な執行に資することを目的とする。 
 
2．明示項目及び明示事項 
 別紙 
 
3．明示方法 
 施工条件は、契約条件となるものであることから、設計図書の中で明示する

ものとする。また、明示された条件に変更が生じた場合には、契約書の関連す

る条項に基づき、適切に対応するものとする。 
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施工条件明示項目及び明示事項 

明 示 項 目 明    示   事   項 
工 程 関 係 1．他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、全体工期

等に影響がある場合は、他の工事の開始又は完了の時期 
2．施工時期、施工時間及び施工方法が制限される場合は、特定される施工

時期、施工時間及び施工方法 
3．当該工事の関係機関等との協議に未成立のものがある場合は、その協議

の成立見込み時期 
4．他官庁等との協議の結果、特定された条件が付され、当該工事費及び工

程に影響がある場合は、当該条件 
5．余裕工事を設定して発注する工事については、工事の着手時期 
6．工事着手前に地下埋設物等の事前調査を必要とする場合は、その調査機

関、又、地下埋設物等の移設が予定されている場合は、その移設期間 
用 地 関 係 1．工事用地等に未処理部分がある場合は、処理見込み時期 

2．施工者に消波ブロック、桁製作等の製作ヤードを使用させる場合は、 
 その内容（場所、範囲、過重条件、期間、有償、無償の区別等） 

公害対策関係 1．工事に伴う公害防止（水質、騒音、振動）のため、施工方法、機械設置、

作業条件に制限がある場合は、その内容 
2．工事の施工に伴い、第三者に被害を及ぼすことが懸念される場合は、 
 家屋、水質、騒音、振動等の調査方法、内容、範囲等 

安全対策関係 1．交通安全施設、保安施設、保安要員等を設置及び配置する場合は、その

内容 
2．鉄道、ガス、電気、水道、海底ケーブル等の施設の近接する工事での 
 施工方法、作業時間に制限がある場合は、その内容 
3 ．落石、雪崩、土砂崩壊等に対する防護施設が必要な場合は、その内容 
4．発破作業等の保安設備保安要員の配置を指定する場合、又は発破作業等

に制限がある場合は、その内容 
5．監視船を配置する場合は、期間、隻数等 
6．潜水作業における潜水病対策の設備を設置する場合、その内容 
7．水雷保健等の内容 

工事用道路関

係及び船舶経

路関係 

1．一般道路を搬入路として使用する場合 
 （1）工事用資機材の搬入経路、使用期間等に制限がある場合は、その経

路、期間等 
 （2）搬入路の使用中及び使用後の処理が必要である場合はその処理内容 
2．仮道路を設置する場合 
 （1）仮道路に関する安全施設等が必要である場合は、その内容 
 （2）仮道路の工事終了後の設置（存置又は撤去） 

（3）仮道路の維持及び補修が必要である場合は、その内容 
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明 示 項 目 明   示   事   項 
 （4）仮道路の構造 

3．工事のため一般道路を占有する場合は、その期間、範囲、及び条件等 
4．作業船の移動経路に指定や時間等の制限ある場合は、その内容 

仮設備関係 1．仮道路・仮土留、仮橋、足場、汚濁防止膜、測量櫓、仮設浅橋等の仮

設物を次年度にわたり使用する場合、又は他の工事に転用若しくは兼用

する場合、その内容 
2．仮設備の構造及びその施工方法を指定する場合は、その構造及び施工

方法 
3．仮設備の設計条件を明示する場合は、その内容 
4．仮設備を使用（共用）する場合で、使用制限や使用条件がある場合は、

その内容 
5．仮設備の管理方法 

残土・産業廃棄

物関係 
1．残土が発生する場合は、残土の受入場所、距離、時間等の処分条件 
2．産業廃棄物が発生する場合は、その処理方法、処理場所等の処理条件 
  なお、再生処理場又は最終処分場を指定する場合、その場所、受入条

件等 
工事支障物件等 1．工事区域等に占有物件等の工事支障物件が存在する場合は、その内容

（位置、構造物） 
2．工事支障物件がある場合は、その移設、撤去、防護等の内容（方法、

時期等）） 
排水工（濁水処

理を含む）関係 
1．濁水、湧水等の処理で特別の対策を必要とする場合は、その内容 
2．ポンプ浚渫等における余水処理条件等がある場合は、その内容 
3．汚濁防止対策が必要な場合は、その内容（設備等） 

薬液注入関係 1．薬液注入を行う場合は、その工法区分、材料種類、施工範囲、消孔数

量及び注入量等 
その他 1．工事用資機材等の保管、運搬方法を指定する必要がある場合は、その

内容（場所、内容、期間等）一般道路を搬入路として使用する場合 
2．工事現場発生品がある場合は、その内容（品名、数量、現場内での使

用の有無、納入場所等） 
3．支給材料及び貸与品がある場合はその内容（品名、数量、品質、規格

又は性能、引取場所、引取時期等） 
4．工事用電力等を指定する場合は、その内容 
5．基礎地盤の地質条件が施工方法等に影響を及ぼす場合は、その内容（性

状等） 
6．材料に指定メーカーや産地指定がある場合は、その内容 
7．その他、条件明示をすべき事項がある場合は、その事項及びその内容 

 
 
 



5-32 
 

 
（2）漁港関係工事の発注における工事安全対策の配慮事項について 
 

４ － ２ ７ ６ ０ 
平成４年 11 月 12 日 

 
漁港担当主務課長 殿 
 

水産庁漁港部建設課長 
 

漁港関係工事の発注における工事安全対策の配慮事項について 
 
公共工事の工事安全対策については、発注主管である建設省、運輸省及び農

林水産省の三省から構成されている「公共工事発注者安全対策連絡会議」にお

いて検討が重ねられてきたところである。 
 その結果、漁港関係事業の安全対策について一層の充実をはかるため、別紙

のとおり「漁港関係工事の発注における工事安全対策の配慮事項」をとりまと

めたので、事業の執行にあたり配慮されたい。 
 また、貴管下関係市町村には貴職からこの旨通知願いたい。 
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別 紙 
 

漁港関係工事の発注における工事安全対策の配慮事項 
 

1．発注にあたっての安全施工への配慮 
（1）熟練労働者の通年確保を図ることにより、施工の安全性の向上に資するた

め、国庫債務負担行為を活用するなどして工事の平準化に努めること。 
（2）指名業者の選定にあたっては、工事の安全成績に配慮することとし、工事

内容に応じた施工技術力を有する建設業者を選定すること。 
（3）発注の準備は計画的に行い、必要な工期を確保できるよう配慮すること。

特に工期が年度末にかかる場合は、無理な工程を確保をとらえないよう十

分配慮するとともに、工事中に施工条件の変化等による工期が年度末を超

える恐れがある場合は、適正に繰越の手続きをとること。 
 
2．設計段階における安全施工への配慮 
（1）漁港関係工事は、主として海上あるいは海中において実施されるため、気

象・海象、地形、地質等の自然条件に大きく左右されるほか、騒音、振動

等の配慮から施工方法、施工時間等社会的条件からも著しく制約を受けや

すい。これらの要因によって工事現場毎に施工方法が異なることから、現

場の施工条件を十分調査すること。 
（3）積算の前段となる施工計画を策定するにあたっては、関係法令、関係する

各種の技術基準等に基づいて実施すること。 
また、安全性を考慮した施工計画を立案するためには、特に以下の点に配慮す

ること。 
イ．施工方法 
  工事現場条件に適した施工方法を設定することとし、使用船舶機械につい

ては、工事内容に適合した特殊、形式、規格を設定すること。特に、現状の

状況に応じた安全性の確保、公害防止等の観点から施工方法や船舶機械等を

選定する必要がある場合もあり、十分配慮すること。 
ロ．仮設計画 
  仮土留、仮道路、仮橋、足場、汚濁防止膜、測量櫓、仮設桟橋、機械設備

等の仮設の計画に際しては、現場の施工条件、施工方法等に応じた適切なも

のとすること。特に施工中の安全性は、仮設の適否に左右される面が多いた

め、現場条件と合致する仮設計画となるよう、十分配慮すること。 
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3．適正な積算の実施 
（1）工事の安全かつ円滑な施工を確保するためには、発注者の行う積算におい

て必要な経費が計上されていることが不可欠である。安全を確保するための

経費としては直接工事費、共通仮設費の安全費、仮設費及び現場管理費に含

まれることとなり、これらの費用について適正に計上すること。 
（2）積上げ計上を行うものは、現場の施工条件を考慮し、必要な事項を特記仕

様書に条件明示を行い、発注時の時勢時価が反映されるよう留意しつつ、必

要な経費を適正に計上するよう十分に配慮すること。 
  特に、直接工事費に計上する足場工、支保工等は、作業条件に密接に関係

することから、適切な計上に一層務めること。なお、共通仮設費のうち監視

船、交通整理員、機械の誘導員人員の配置に要する費用は、個別に積み上げ

計上する方式となっており、共通仮設費率には含まれないので十分注意する。 
 
4．適切な工期の設定 
（1）工期の設定にあたっては、工事の内容、現場の施工条件等に応じた作業日

数及び準備、跡片付けに要する期間を算定するとともに、建設労働者の健康

保持、災害防止の観点から、建設労働者の休日日数、荒天日等における作業

不可能日数等を見込んで適正なものとすること。 
 なお、休日日数としては、全土曜日、日曜日、祝日、夏期及び年末・年始の

休暇を見込むものとする。 
（2）作業許可等の手続きに必要な日数及び需給が逼迫している資材を使用する

工事については、余裕工期を見込んだ適正な工期を設定すること。 
（3）工事契約後に、他の関係機関との協議、地元との協議に時間を要し、工事

着手が遅れる恐れがある場合は、協議の成立見込み時期等を施工条件として

明示するとともに、これらの条件に変更があった場合において必要があると

認められたときは、設計変更により工期を変更すること。 
 
5．適正な仮設工及び施工方法の選定 
（1）現場の施工条件を十分検討し、安全の確保や適正な契約のため、特に必要

と判断されるものについては、設計図書において仮設工及び施工方法を指定

すること。 
（2）前項に示す他、次に示すような施工条件の仮設工については、設計図書に

おいて指定仮設とすること。 
  イ．特許工法又は特殊工法を採用する場合 
  ロ．関係官公署や漁港関係者等との協議等により制約条件がある場合 
  ハ．一般船舶航行及び陸上交通、周辺家屋等第三者に特に配慮する必要が

ある場合 
（3）仮設工、施工方法を指定する場合には、事前に現場の調査を十分行うとと 

もに、設計においても必要な場合は経験豊富な技術者等の助言を活用するな 
どとして十分検討すること。また、関係法令、関係する各種の技術基準に沿 
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った、施工の安全性に配慮した適切な設計とすること。 
 
6．設計図書における施工条件の明示 
 設計図書における施工条件の明示に関しては「施工条件明示について」（平

成４年４月 20 日 付け４－２７２８漁港部建設課長）によること。 
 
7．施工条件の変化への適切な対応 
（1）施工途中において予期せざる事態が発生した場合には、工事請負契約書の

約定に基づき適切に契約変更を行うほか、安全施工に関する注意事項として、

現場説明において下記の事項を入札参加者に徹底すること。 
 イ．気象・海象状況等に関して常に十分な注意を払うこと。 
 ロ．作業時に危険を予知した場合等においては、ただちに作業を中止し、作

業員を安全な場所に退避させること。 
 ハ．異常箇所の点検・原因の調査等は二次災害防止のための応急措置を行っ

た後、十分注意して行うこと。 
（2）施工途上において、予測しがたい理由により工事の全体または主たる工種 
の一部の施行が困難となった場合には、速やかに工事一時中止の措置を講じる

こと。この場合、「工事の一時中止に伴う増加費用等の積算上の取り扱いにつ

いて」（平成４年３月 30 日付け４－２７１９漁港部建設課長）及び「工事の

一時中止に伴う増加費用等の積算の運用について」（平成４年３月 30 日付け

４－２７２０漁港部建設課長）に基づき適正に取り扱うこと。 
 
8．施工業者の施工体制及び作業員の安全訓練の充実への配慮 
（1）工事の実施に際し、施工の安全確保を図るためには、現場における安全管 
理の向上を図ることが重要である。このことから市街地に近接し特に一般公衆 
災害の防止対策が必要な工事については、施工業者に対して、安全施工体制の 
充実を指導すること。 

（2）作業の安全確保を図るためには、直接作業に携わる作業員が安全に対する 
理解を深めることが重要であるため、請負業者に対して、個々の工事現場の作 
業内容に応じた安全・訓練活動を通して作業員の安全意識の高揚を図ることを

指導すること。 
（3）個々の請負工事においては、工事着手後、原則として作業員全員の参加に 
 より月当たり半日以上の時間を割当てて、定期的い安全に関する研修・訓練 

等を「漁港関係請負工事における安全・訓練等の実施について」（平成４年３ 
月 30 日付け４－２７２２漁港部建設課長）に基づき、適正に実施すること。 
 なお、漁港関係事業工事費算定基準の現場管理費に、労働安全衛生法に基

づく安全活動及び前記安全・訓練等の実施に必要な経費を見込んでいる。 
 
9．建設現場の作業環境の改善への配慮 
（1）現場において、作業員の安全な作業実施に資するため、作業員が健康な

身体と精神を保持できるよう現場事務所、作業員宿舎等における良好な作業
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環境の確保に配慮すること。その結果必要と認められるものについては、工

事の発注に当たって、工事内容に応じた作業環境への措置を特記仕様書にお

いて明示するとともに、それらの経費を積算に計上すること。 
（2）前項に関する契約上の扱いは、「漁港関係請負工事におけるイメージア

ップ経費の積算要領について」（平成４年３月 30 日付け４－２７２１漁港部

建設課長）によること。 
 
10．建設現場における連絡体制の充実 
（1）相互に関連する複数の工事を発注する場合は、施工工程等相互に調整が

内易に行えるように配慮すること。 
（2）複数の工事が相互に関連する建設現場において、各工事を安全かつ円滑

に実施するため、発注者と施工業者及び施工業者間の施工に関する緊密な情

報交換を行うとともに、非常時における臨機の設置を定める等の連絡調整の

体制を設備すること。また、所轄の労働基準監督署関係機関との連絡系統を

確立しておくこと。 
 
11．工事の安全対策に向けた活動の実施 
（1）工事において発生した事故について、事故に至るメカニズム、原因を技

術的に調査、分析し、必要な設置を講じることにより、類以工事における事

故の再発を防止するため、事故調査に関する組織の整備を図ること。さらに、

これらの調査・分析結果のデータベース化を図り、これをもとに工事の設計、

積算、施行方法に係わる安全対策の充実を図ること。 
（2）安全施工のための関係する各種の技術基準の一層の充実を図り、毎年、

施工技術等の変遷に対応するための見直しが必要かどうかの検討を行うこ

と。 
（3）安全施工技術の開発とその普及促進を図るため、新技術開発に努めるこ

と。また、民間などにおいて開発された新技術を事業に反映できるよう環境

整備を図ること。 
（4）工事の安全対策に関する意識の向上を図るため、労働省等関係官庁と共

に、施工業者等との間で安全パトロール等の安全施工に関する活動を実施す

ること。また。安全活動を効果的に進めるため、労働災害防止関係団体など

の外部組織の行事の活用を考慮すること。 
（5）工事に対する地域住民の理解と協力が得られるよう、説明会の開催など

の広報活動を積極的に推進すること。 
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（3）工事実績データの作成及び登録実施要領について 
 

事  務  連  絡 
平成１４年１０月７日 

 
関係都道府県 
漁港漁場担当主務課長  殿 
 

水産庁漁港漁場整備部 
整備課課長補佐 

 
「工事実施データの作成及び登録実施要領」について 

 
 標記のことにつきましては、平成１４年１０月１日より工事実績データの作

成及び登録対象工事が、２，５００万円から５００万円以上に改正されました。 
 漁港漁場関係請負工事に係る「工事実績データの作成及び登録実施要領」に

おいても別紙のとおりとしますので、実施にあたってはこれを参考として遺漏

のないよう取り扱い願います。 
 なお、「漁港関係工事共通仕様書 総則 １－６ 工事実績データの提出」に

ついても上記同様に適用して頂きたい。 
 なお、貴管下の関係市町村に対しては、貴職よりこの旨を周知されたい。 
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別 紙 
 

工事実績データの作成及び登録実施要領 
 
1．目 的 
 本要領は、漁港漁場関係工事の入札・契約制度のより一層の改善等に資する

ことを目的に漁港漁場請負工事に係る工事実績情報（工事カルテ）のを作成し、

（財）日本建設情報総合センターに登録を行うために必要な事項を定めたもの

である。 
2．対象工事 
 平成１４年１０月１日以降に契約する５００万円以上の全工事 
3．データ作成及び登録に係る費用 
 1）工事請負代金額 ２，５００万円以上の工事 
  データ作成及び登録に係る費用は、現場管理費に含まれている。 
 2）工事請負代金額 ５００万円以上２，５００万円未満の工事 
  データ作成及び登録に係る費用は、共通通貨費の技術管理費に「CORINS

登録等にかかる費用」として別途計上する。 
4．データ作成 
 工事実績情報サービス（CORINS）に基づき、工事実績情報（工事カルテ）

を作成する。 
5．特記仕様書の記載内容 
 工事実績情報（工事カルテ）の作成対象工事について、当面次のとおり特記

仕様書に明示するものとする。 
工事実績情報（工事カルテ）の作成・登録 
 請負者は、受注時又は変更時において、工事請負代金額５００万以上の工事について、

工事実績情報サービス（CORINS）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報

として「工事カルテ」を作成し、監督職員に提出し、確認を受けた後、（財）日本建設情

報総合センターに登録申請しなければならない。ただし、工事請負代金額５００万円以上

２，５００万円以上未満の工事については、受注・訂正時のみ登録するものとする。 
 また、請負者は（財）日本建設情報センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを監査

職員に提出するものとする。 
 なお、「工事カルテ」の登録申請は次のものとする。 
 （1）受注時登録データの提出期限は、契約締結後、土曜日、日曜日、祝日と等を除き

１０日以内とする。 
 （2）完了時登録データの提出期限は、工事完成後１０日以内とする。 
 （3）施工中に、受注時登録データ内容に変更があった場合は、変更があった日から土

曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に変更データを提出するものとする。なお、

変更時と完成時の間が１０日間に満たさない場合は、変更時の登録を省略できるもの

とする。 
 （4）登録データに訂正が合った場合は、適宜提出するものとする。 
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6．データチェック 
 監査職員は、請負業者から提出のあった工事実績情報（工事カルタ）の内容

についてチェックを行うものとする。 
7．登録の確認 
 工事実績情報（工事カルテ）の登録確認は、（財）日本建設情報総合センター

が発行する「工事カルテ受領書」の写しを請負業者から提出を受け、確認する

ものとし、「作業確認書に」整理しておくものとする。 
8．適用 
 この取り扱いは、平成１４年１０月１日から適用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



5-40 
 

 
（4）漁港漁場工事等施工環境監理者配置要領 
 

１４水港第２８４５号 
平成１５年２月１２日 

 
各都道府県 
漁港漁場関係事業主務部長 殿 
 
 

水産庁漁港漁場整備部部長 
 

漁港漁場工事等施工環境監理者配置要領の制定について 
 
 
 漁港漁場整備事業の実施における環境との調和への配慮の徹底については、

平成１５年２月１２日付け１４水港第２８４４号をもって水産庁長官から通知

されたところであるが、これを受けて、別紙「漁港漁場工事等施工環境監理者

配置要領」を定め、国土交通省北海道開発局農林水産部長あて通知したので、

参考までに送付します。 
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漁港漁場工事等施工環境監理者配置要領 

 
 
1．目 的 
 この要領は、漁港及び漁港海岸の施設整備又は、漁場の施設の整備の工事を

行う場合、周辺海域の自然環境や水生生物の生息環境に配慮した施工を管理す

る者（以下「施工環境監理者」という。）に適正な技術者を配置することにより、

環境保全に配慮した円滑な施工を確保することを目的とする。 
 
2．施工環境監理者の業務 
 施工環境監理者は、次の業務を行うものをいう。 
  （1）周辺海域の自然環境に対する検討 

（2）周辺海域の水生生物の生息環境に対する検討 
（3）関係機関との連絡調整 

 
3．施工環境監理者の配置 
 請負者は、技術士若しくは技術士補のうち水産部門（水産土木）の資格を有

する者又は、社団法人大日本水産会の行う水産工学技士（水産土木部門）認定

試験に合格し、水産工学技士として登録した者を施工環境監理者として配置す

るものとする。 
 なお、施工環境監理者に上記技術者を配置できない場合は、これと同等以上

の能力と経験を有する者で、監督職員の承諾を得た者を配置するものとする。 
 
4．実施体制の表示 
 請負者は、施工環境監理者の氏名及び登録番号等を施工計画書に記載するも

のとし、これに変更が生じた場合は、遅延なく書面により監督職員にその旨を

届けるものとする。 
 
5．資格証明書等の携行 
 請負者は、施工環境監理者に従事する者に対し、その者が適正な技術者であ

ること又は、これと同等以上の能力と経験を有する者である者として承諾を得

た者であることを証する書面を常に携行させるものとする。 
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（5）漁港用ゴム防舷材耐久性確認実施要領 
 

漁港用ゴム防舷材耐久性確認実施要領 
 

24 水 港 第 2064 号 
平成 24 年 9 月 28 日 

 
1．目 的 
  この要領は、漁港漁場関係工事共通仕様書に定めるゴム防舷材の耐久性を

確認するための試験方法等について定めるものである。 
 
 
2．適用範囲 
  この要領は、漁港用に開発されたゴム防舷材（以下「漁港用ゴム防舷材」

という）の耐久性を確認する場合に適用する。 
  なお、漁港用ゴム防舷材とは、漁港型防舷材および特殊防舷材とし、コー

ナー保護型防舷材、防舷材兼用ゴム梯子、コーナー保護材、並びに潜り込み

防止ゴムネットは除くものとする。 
 
 
3．耐久性の確認 
  漁港用ゴム防舷材の耐久性の確認は、「５．試験方法」に定める「繰越し圧

縮試験」を行った後の供試体について目視観察を行い、クラックや欠陥の発

生が認められない場合に「耐久性を有する」と判定するものとする。 
 
  
4．供試体 
  試験に使用する供試体は次のとおりとする。 
 1）供試体 
  メーカーがカタログに記載している形式・品名のものとする。 
 
  

2）供試体の寸法 
 メーカーがカタログに記載している製品で、形式・品名が同一のもののうち

最小寸法以上のもの、かつ、供試体 L/H 比率も最小値以上のものとする。 
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3）供試体の性能試験及び確認 
 ① 「繰返し圧縮試験」の前に「性能試験」を行い、メーカーがカタログに

記載した性能を満足する供試体を使用するものとする。なお、「性能試験」

の方法はメーカーがカタログに性能表示した際の試験方法によるものと

する。 
② 「繰返し圧縮試験」を終了した後、24 時間以内に性能の低下状況を確

認するものとし、方法はメーカーがカタログに性能表示した際の試験方法

によるものとする。 
 
 
5．試験方法 
   試験は「繰返し圧縮試験」によるものとし、試験方法は次のとおりとす

る。 
 1）試験装置 
   「繰返し圧縮試験」に使用する装置及びその他器機は、圧縮回数、圧縮

量（歪み量）、室内温度、および試験機の稼働状況（連続稼働の確認）につ

いて確認ができるものとする。 
 
 
2）供試体及び試験室の温度 
  「繰返し圧縮試験」の開始時の供試体温度は 23℃±5℃とし、試験開始前及

び試験中に供試体を人為的に冷やしてはならない。 
  試験室温度（供試体の表面から 3m 以内の空気温度）を試験開始から終了

まで連続的に測定、記録するものとする。なお、連続測定ができない場合は 8
時間以内の間隔にて測定し記録するものとする。 

 
 
3）繰返し圧縮試験 
 ①繰返し圧縮サイクル 
  150 秒を超えない間隔で、繰返し圧縮（圧縮を繰り返す）するものとする。 
 ②圧縮量（ストローク） 
  メーカーが定める標準歪率まで圧縮するものとする。 
 ③繰返し圧縮回数 
  連続して 3000 回以上繰り返し圧縮するものとする。 
 ④圧縮角度 
   圧縮角度は、90 度（直角）とする。 
 ⑤データ記録 
   試験開始日時と終了日時、圧縮階数、および圧縮量（圧縮毎）を記録す

る。なお、圧縮量を毎回測定できない場合は、1 回目、100 回目、1，000
回目近傍、3，000 回目近傍における圧縮量を記録するものとする。 
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4）試験の証明 
   試験は、認証機関等の立会を受け、試験結果の証明を受けなければならな

い。なお、4．3）②はこれを要しない。 
 
7．試験報告書 
   試験結果は、別紙様式の報告書に取りまとめるものとする。 
 
8．試験結果の公表 
   試験結果は、漁港漁場新技術研究会等のホームページで公表するととも

に、関係者の求めに応じて報告書の写しを提供するものとする。                                          

 
附 則 
 この要領は、平成 24 年 10 月 1 日４から適用する。 
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<別紙様式> 

漁港用ゴム防舷材耐久性試験報告書 
 

平成○○年○○月○○日 
 
下記に示す漁港用ゴム防舷材の形式について、ゴム防舷材の耐久性に関する性

能を確認するため、水産庁が定める「漁港用ゴム防舷材耐久性確認実施要領」

に基づき試験を実施した。 
 

防舷材形式  ：  ○○型 
メーカー名  ： （株）○○ 
製 造 工 場      ： ○○工場 （○○県○○市） 
試 験 場 所      ： ○○（○○県○○市） 
試 験 期 間      ： ○年 月 日～  年 月 日 
 
 

（試験に使用した供試体） 
形   状 ： 
寸   法 ：H   ×  L 
吸収ｴﾈﾙｷﾞｰ ：   KN－m（    KN－m 以上） 
設計歪み量 ：   mm  （   ％変位時） 

 
【試験結果】 
 
 繰返し圧縮試験後の供試体にクラック等の発生は認められず、当該漁港用ゴ

ム防舷材が所用の耐久性を有することについて確認した。 
 
 
 試験実施者： （株）○○        認証機関   ：○○ 
 試験責任者： ○○部○○        認証機関責任者：○○ 
 
※添付資料：認証機関の証明 
 
 
 
 
 
 
 
 



5-46 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5-47 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中層型浮魚礁共通仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年 ４月 

 

沖縄県農林水産部 漁港漁場課 

 

 

 

 

中層浮魚礁共通仕様書 目次 



5-48 
 

 

はじめに 

第1章 中層浮魚礁設計共通仕様書 ・・・・・・・・・・・・・・・・5-50 

1．適用範囲  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-50 

2．中層浮魚礁の構成  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-50 

3．設計条件  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-50 

4．中層浮魚礁礁体上部の水深  ・・・・・・・・・・・・・・・・5-50 

5．中層浮魚礁の設置場所  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-51 

6．設計基準  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-51 

7．中層浮魚礁の設計  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-51 

 

 

第2章 中層浮魚礁製作設置工事共通仕様書  ・・・・・・・・・・・5-52 

Ⅰ．総則  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-52 

1．適用範囲  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-52 

2．一般事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-52 

3．施工管理  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-52 

4．検査  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-52 

Ⅱ．製作設置工事フロー ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

Ⅲ．材料  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

1．品質  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

2．材料試験  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

3．主係留索の長さ管理  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

Ⅳ．工場組立 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

1．製作図  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-53 

2．巻尺  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-54 

3．繊維ロープの接続  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-54 

4．ワイヤーロープの接続  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-54 

5．FRP 接続  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-54 

6．溶接  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-54 

7．その他  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-54 

8．製品検査および輸送  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-55 

Ⅴ．現地組立 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-55 

1．搬入仕分け  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-55 

2．組立重機  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-55 

3．計測  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-55 

4．現地組立  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-55 

5．アンカーコンクリート  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

6．組立後検査  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

Ⅵ．設置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

1．船舶の選定  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 



5-49 
 

2．組立  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

3．曳航  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

4．設置  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

5．完了検査  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-56 

 

 

第3章 中層浮魚礁製作施工管理基準  ・・・・・・・・・・・・・・5-58 

Ⅰ．材料出来形   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-58 

1．FRP   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-58 

2．繊維ロープ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-58 

3．ワイヤーロープ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-59 

4．フロート  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-59 

5．繊維網地  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-59 

6．鋼   材 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-59 

Ⅱ．製品出来形   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-60 

Ⅲ．組立出来型   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-60 

Ⅳ．設置出来型   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-60 

Ⅴ．出来形写真管理基準   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・5-60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5-50 
 

 

第1章 中層浮魚礁設計共通仕様書 

1．適用範囲 

本仕様書は中層浮魚礁の設計に適用する。 

 

2．中層浮魚礁の構成 

中層浮魚礁の一般的な構成は礁体、副係留索、主係留索、アンカーからなっ

ており、礁体にはソナーレフレクター、流出警報装置（発信側）を備え、陸上

部には流出警報装置(受信部)が設置される。なお、係留索は漁具による損傷の

恐れのある場合には擦れに強い特殊ロープを用いる必要がある。また、係留切

断時の礁体浮上時および漂流時の漁船等との衝突事故防止にも万全の対策を講

じる必要がある。 

 

3．設計条件 

中層浮魚礁の設計には下記項目を指定する必要がある。 

設置場所(緯度経度)、水深、底質 

最大条件(施設が耐えうる条件)：最大波高(H1/3)、最大周期(T1/3)、最大表面

流速(U) 

最大波高、周期は既存の資料より、３０年確率波高、周期ALLを用いる。 

※流れは、日本海洋データセンター ホームページ（海洋データ・プロダクト

＞統計プロダクト＞海流）ttp://jdoss1.jodc.go.jp/vpage/ocs_j.html の値を使

用する。データの利用に当たっては、最高値を用いるものとする。 

操業条件（通常操業する際の条件）：波高(H1/3)3m、周期(1/3)8sec、表面流速

(U)2knot 

礁体天頂部水深：静水時20m 以深 ※沖縄県では30mとする、操業条件時  

※概ね100m 以浅（付着物を考慮し110m以浅とする） 

耐用年数：１０年 

 ・礁体天頂部水深は、平成16年8月事務連絡で十一管区海上保安本部交通安全

課より｢礁体水深（最上部の浮力体から海面までの水深）30メートル以上を

確保することと。｣留意する旨の通知によるものとする。 

 

4．中層浮魚礁礁体天頂部の水深 

中層浮魚礁の礁体天頂部水深の設定は大水深の場合通常アンカーを自由落下

させて設置するので海底地形による水深変動分および測深機の誤差、ロープ伸

び率の誤差を加算または考慮する必要がある。また、大水深(1000m 以深)や急

傾斜の場所に設置する場合には、アンカー着地点範囲を小さくするよう、アン

カーの形状や材質に工夫を要する。 

誤差の算出法 

誤差＝ロープ長誤差（水深の0.5%）＋測深器の誤差（水深の0.5%、ただし水

温塩分による水深補正を行った場合）＋アンカー着地点範囲内の水深差／2 
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礁体天頂部水深＝２０ m＋誤差 

 

中層浮魚礁の設置場所 

（1）海底条件 

設置場所の海底条件は下記のとおりとする。なお、検討に際しては海図や

既存の資料であらかじめ設置候補地を複数個所選定した後、実海域で測深調

査し決定する。 

a.海底の傾斜が緩やかであること。（以下削除） 

b.底質は砂質もしくは砂泥質が望ましく、岩質は避ける。 

c.海底電線、海底管等海底施設物の存在が確認されていないこと。 

（2）事前測量 

a.測深調査は地形が複雑で、海底に凹凸が予想される場合には専門家による 

精密な測深を行う必要がある。地形がなだらかと予想される場合には大水 

深用の魚群探知機でもよい。 

b.測深は設置候補位置を中心に８方位、最低半径1km 程度測深する。あるい

は、設置位置を中心に最低片側1km の範囲を0.1′間隔メッシュの測深を

行なう。測量後設置予定位置を中心とした等深線図を作成し、設置位置を

決定する。 

c.測深調査に必要な資材は下記とする。 

・作業船：設置予定海域に合わせて作業船を選定する。 

・測位装置：DGPS（記録装置つき）が精度が高く、望ましい。 

・測深装置：魚探もしくはエコーサウンダーを使用する。1000m 以上の深 

度を正確に測深するには、発信出力が大きな周波数５０ＫＣ以下のデジタ

ル表示できるカラー魚探(記録装置つき)もしくは大水深専用の測深機が

望ましい。 

（3）※海底地質は、「沿岸の海の基本図（５万分の１）海底地質構造図並びに

調査報告書（平成元年海上保安庁）」を用いるものとする。なお、設計地

点におけるより詳細なデータが存在する場合はその限りではない。 

6．設計基準 

設計に用いる設計基準は水産庁監修沿岸漁場整備開発事業施設設計指針(平

成４年度版)およびＭＦ２１浮魚礁設計･施工技術基準(平成４年３月)を用い

る。 

7．中層浮魚礁の設計 

・中層浮魚礁の設計は専門的技術的知見を備え、かつ長期間にわたって実績も

豊富なところを選定する必要がある。 

・※水深500ｍ（ソデいか漁等の漁場水深）までは、補強（ワイヤー外装等）

とする。 
 
※箇所本県での統一事項である。 
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第2章 中層浮魚礁製作設置工事共通仕様書 

Ⅰ．総則 

1.適用範囲 

（1）本共通仕様書は沿岸漁場整備開発事業で用いられる中層浮魚礁の製作設

置工事に適用する。 

（2） この仕様書に定めのない事項およびこれによらない事項は特記仕様書の

定めによる。 

（3） 各県土木工事共通仕様書、設計図書および特記仕様書に記載された事 

項はこの仕様書に優先する。 

 

2.一般事項 

（1）請負業者は、中層浮魚礁製作にあたって、中層浮魚礁開発メーカーの意

見をもとに、着手前に次の事項を監督職員に提出し、承認を得るものとする。 

  なお、監督職員の承諾を得た場合は、下記項目の全部または一部を省略す

ることができる。 

・工場名、所在地 

・着手時期および納期 

・材料表 

・製作方法 

・品質管理および材料検査方法 

・輸送方法 

・その他 

（2）中層浮魚礁の製作、組立に従事する組立工はFRP 加工、ロープ加工に従

事した経験が豊富で技量豊かなものとする。 

(3) 現場組立における主要作業は製作工場派遣作業員またはこれと同等以

上の技量を有したものによるものとする。 

(4) 請負業者は設計図書に定められた製品の品質等を確保するため、中層浮

魚礁開発メーカーの技術指導等により一切の手段を自主管理するものる。 

 

3．施工管理 

請負業者は、第3章に定める中層浮魚礁製作施工管理基準により管理を行い、

その記録を監督員へ提出しなければならない。 

 

4．検査 

(1) 請負業者は、中層浮魚礁の製作または組立作業において重要な工程の節

目およびそれらの作業が完了した場合は必要に応じ、監督員へ申し出て検

査または確認を受けなければならない。 

(2) 製品検査は請負業者または現場代理人および主任技術者が立会いの受 

けなければならない。 

 (3) 請負業者は、検査のため必要な測定、資料の提出、その他の処理につき
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検査職員が提示したものは、これに従わなければならない。 

Ⅱ．製作設置工事フロー 

 

材料購入あるいは製作 

               材料検査 

工場組立 

               製品検査 

保管・出荷 

 

現場組立 

               組立後検査 

設置工事 

               完成検査 

 

 

Ⅲ.材料 

1．品質 

中層浮魚礁に使用する部材は「第３章 Ⅰ．材料出来形」に定める品質管理基

準の基準値を満たさなければならない。 

 

 

2．材料試験 

(1) 規格証明書の添付されている規格品については原則として材料試験を行

わなくて良い。 

(2) 規格未制定材については機械的性質および材料試験を行い、その結果を監

督員へ提出しなければならない。 

 

 

3．主係留索の長さ管理 

(1)繊維ロープを主係留索として使用する場合，張力が載荷された場合ワイヤ

ロープ等鉄を素材にした係留材料に比較して長さの変化率が大きい。実際に

使用される載荷重を考慮して長さを管理しなければならない。 

(2)係留系の余裕浮力，もしくは設置後の係留系全長を校正可能な張力を載荷

して係留索長さを管理するべきである。 

 

 

Ⅳ.工場組立 

1．製作図 

(1) 製作図は、設計図書に基づいて必要に応じて製作するものとする。 

(2) 製作図は所定期間保存するものとする。 
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2．巻尺 

組立に用いる基準巻尺は、JIS B7512(鋼製巻尺)の１級品を使用し、他の巻尺

を併用するときは、事前に標準巻尺と照合してその誤差を確認し記録しておく

ものとする。照合時のテープ張力は5kgf とする。 

 

 

3．繊維ロープの接続 

(1)礁体本体各部の結束 

細かい部分はクラブヒッチ（巻き結び）を基本とした，ほどけにくく堅固な

方法で結束する。力のかかる部位はスプライスにて接続することを原則とする。 

(2)係留索接続部 

係留索接続部は以下の３ヶ所である。 

ａ．礁体と係留索 

ｂ．係留索同士 

ｃ．係留索とアンカー 

ａ．ｂ．はスプライス，ｃ．は結束による接続とする。接続例を添付する。 

 

 

4．ワイヤロープの接続 

係留索にワイヤロープを使用する場合は，防食の為に樹脂被覆が必要である。

ロープ端末は一点係留で使用するため，スプライス加工が難しいのでソケット

加工がのぞましく，接続はシャックルを２個用いて行う。端末鋳込み加工は防

食と熱影響避ける為に，合金ではなく樹脂鋳込みを行う。樹脂鋳込みは信頼の

置ける製品を使用し，鋳込み部及びソケットについても十分な防食処置を施す

べきである。ソケットの一例を参考として添付（東京製綱株式会社カタログよ

り抜粋）する。 

アルミクランプ（圧縮止め）を海水中で使用してはいけない。 

 

 

5．FRP 接続 

ＦＲＰ接続は原則としてグラスファイバー基材にガラスロービングを用い、

熟練した作業者が行う. 

 

 

6．溶接 

溶接は特記仕様書に定めのない限り、アーク手溶接･ガスシールドアーク半自動

溶接あるいはセルフシールド半自動溶接を用いるものとする。 

 

 

7．その他 
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8．製品検査および輸送 

(1)自主検査 

1)工場製作の完了した製品は「第３章Ⅱ．製品出来形」に定める基準によ

り自主検査を行うものとし、その結果を記録し、監督員の要求があった場

合は提出しなければならない。 

2)製品検査の結果、発見された不良個所は速やかに手直しを行わなければ

ならない。 

ただし、重大な不良個所の処置については監督員と協議するものとする。 

(2)輸送計画および発送 

1)輸送計画は現地組立、設置計画に支障を生じないように定め、交通安全

等の関係諸法令に基づいたものとする。 

2)発送にあたっては製品を損傷しないよう十分注意し、特に輸送中の荷崩

れや部材に損傷を与えないよう適切な防護措置を施すものとする。 

 

Ⅴ.現地組み立て 

1．搬入仕分け 

部材の集積は適切な台の上に置き、ねじれ･曲がりなどの損傷を与えないよ

うにしなければならない。 

 

2．組立重機 

組立重機を使用する場合は最大荷重、作業半径、規模･形状、敷地条件など

により重機の選定、台数を決定するものとする。この場合、風荷重、地震荷重、

クレーン運転時の衝撃荷重等に対しても安全でなければならない。 

 

3．計測 

工事現場で使用する巻尺は「Ⅳ．工場組立 ２．巻尺」に規定したものを基

準として用いるものとする。 

 

4．現地組立 

(1) ロープ結束 

工場組立と同等とする。 

(2) ワイヤー結束 

工場組立と同等とする。 

(3) FRP 接続 

工場組立と同等とする。 

(4) 溶接 

工場組立と同等とする。 

(5) その他 
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5．アンカーコンクリート 

アンカーコンクリートを使用する場合はレディミクストコンクリート(JIS 

A5308)を使用し、その強度等は設計図書による。 

 

 

6．組立後検査 

(1) 組立検査 

組立部は「第3 章Ⅲ組立出来形」により、全個所目視による外観検査により 

確認するものとし、発見された不良個所は速やかに手直しを行わなければな

らない。 

(2) 形状検査 

組立完了後の検査は、出来型管理写真および出来形管理図等を元に外観のゆ

がみ、ひずみ等の変形および形状寸法を測定し、図面、仕様書等との合致に

ついて検査を行うものとする。 

 

 

Ⅵ．設置 

(1) 船舶の選定 

設置用船舶の選定は、中層浮魚礁の大きさ,重量、係留索の展開面積、コ

ンクリートアンカー重量、積み込み個数および基地港から設置場所までの

距離により適格な船舶を選定する。 

設置船舶の構成は,起重機船,作業船、警戒船,測量船とする。 

(2) 組立 

現地での礁体と係留索の固縛,コンクリートアンカーと係留索の固縛は、起

重機船上で行い,係留索の展開は係留索を傷つけないよう十分注意して行う。

また、流出警報装置発信機部は陸上局との交信を確認し,礁体に取り付ける。 

(3) 曳航 

設置地点までの曳航は、基地港から設置地点まで一般的には距離が長い為,

設置時間等を考慮して,運行計画を立てる。 

(4) 設置 

設置位置は海流の方向、速さを考慮し、アンカー切り離し予定ポイントを決

定し沈設する。 

沈設は水深が深いため自由落下とする。 

設置時には,係留索を海面で展長するため,警戒船を配置する。 

(5) 完了検査 

設置後係留索が十分に伸びきった後、海面流速と礁体天頂部水深を測定し,

計算上の礁体天頂部水深と実際上の礁体天頂部水深に大きな差がないことを

もって完成とする。 
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第３章 中層浮魚礁製作施工管理基準 

Ⅰ．材料出来形 

原則としてメーカーよりの規格証明を提出する。 

1．FRP 

(1) 寸法、質量基準値 

FRP 部材の寸法許容値は下表に示すとおりとし、測定頻度は全数測定とする。 

(2)物性基準値 

FRP 物性基準値 

材質  成形法 曲げ強度 曲げ弾性率 ｶﾞﾗｽ含有率 

ｶﾞﾗｽﾛｰﾋﾞﾝｸﾞ ﾌｨﾗﾒﾝﾄﾜｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ法FW 400N/mm2 1.4×10  45％以上 

ﾊﾝﾄﾞﾚｲｱｯﾌﾟ法HLU 400N/mm2 1.4×10  45％以上 

引抜き成形法（PL法） 450N/mm2 2.0×10  65％以上 

ｺﾝﾃｨﾆｭｱｽｽﾄﾗﾝﾄﾞﾏｯﾄ 引抜き成形法（PL法） 100N/mm2 1.0×10  45％以上 

ﾁｮｯﾌﾟﾏｯﾄ ハンドレイアップ 140N/mm2 7.8×10  30％以上 

測定方法 曲げ強度 JIS K7017 に準ずる方法 

曲げ弾性率 JIS K7017 に準ずる方法 

ｶﾞﾗｽ含有率 JIS K7052 に準ずる方法 

測定頻度 １事業,１成形法毎に3 試験片 

 

 

2．繊維ロープ 

(1)品質基準値 

繊維ロープの品質基準値および寸法許容差は，ＪＩＳ Ｌ２７０３～７に準

ずるものとする。ただしＪＩＳ規格にない繊維ロープを使用する場合について

は，製作メーカーより仕様書と品質証明書を提出する。 

(2)測定方法 

太さ   ＪＩＳ Ｌ２７０３～７に準ずる方法（ただし参考値） 

質量    ＪＩＳ Ｌ２７０３～７に準ずる方法 

線密度   ＪＩＳ Ｌ２７０３～７に準ずる方法 

長さ    ＪＩＳ Ｌ２７０３～７に準ずる方法 

(3)測定頻度 

繊維ロープ各条の一端から必要長さの試験片１本を切り取り測定を行う。 

(4)伸度 

繊維ロープは材料及び構造により固有の伸び特性を有するので，特性を考慮

して長さ測定を行う。 
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3．ワイヤロープ 

(1)規格 

ワイヤロープの規格はＪＩＳ Ｇ３５２５もしくはＪＳＳⅡ（日本鋼構造協

会，鋼構造用ケーブル材料規格）に準ずるものとする。ただし両規格にないワ

イヤロープを使用する場合については，製作メーカーより仕様書及び品質証明

書を提出する。 

(2)検査項目及び方法 

Ｇ３５２５及びＪＳＳⅡ（日本鋼構造協会，鋼構造用ケーブル材料規格に準

ずる。 

 

4．フロート 

(1) 寸法･質量 

５個の平均値・許容誤差±3% 

(2) 物性基準 

瞬間破壊圧 メーカーによる試験 

測定頻度 定期的 

 

5．繊維網地 

(1)品質基準値 

機械編網によるものについては，メーカーによる品質証明を提出する。繊維

ロープを使用して編網するものについては，繊維ロープ品質基準値に準ずる材

料を使用するものとする。 

(2)測定方法 

合糸数   ＪＩＳ Ｌ１０４３に準ずる方法 

繊度    ＪＩＳ Ｌ１０４３に準ずる方法 

目合    ＪＩＳ Ｌ１０４３に準ずる方法 

掛目    ＪＩＳ Ｌ１０４３に準ずる方法 

長さ    ＪＩＳ Ｌ１０４３に準ずる方法 

繊維ロープを使用して編網するものについては，網地の径及び目合い測定の

みを行うものとする。 

(3)測定頻度 

繊維網地１反毎に測定を行う。 

 

6．鋼材 

構造部材についてはＪＩＳ規格材を使用し，ＪＩＳに基づく品質管理を行う。 

アンカー本体等構造材でなければ無規格材を使用してもよく，出来形だけを

管理する。 
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Ⅱ．製品出来形 

特記仕様書で特別の事項がない限り組立工場での自主検査報告書を提出る。 

工種 項目 許容値 測定基準 測定方法 

工場組立製品 礁体部長さ 

 

礁体部幅 

 

副係留索長さ 

鋼製ｱﾝｶｰ幅 

鋼製ｱﾝｶｰ高さ 

鋼製ｱﾝｶｰ重量 

網状-0,+5％ 

籠状  

網状-0,+5％ 

籠状 

-0,+5％ 

±2％ 

±2％ 

-0,+10％ 

全個数測定 

 

全個数測定 

 

全個数測定 

全個数測定 

全個数測定 

全個数測定 

鋼製巻尺（JIS1級） 

 

鋼製巻尺（JIS1級） 

 

鋼製巻尺（JIS1級） 

鋼製巻尺（JIS1級） 

鋼製巻尺（JIS1級） 

 

Ⅲ．組立出来形 

特記仕様書で特別の事項がない限り現場での自主検査報告を提出する。 

工種 項目 許容値 頻度 測定方法 

現場組立製品 副係留索結束部 

主係留索結束部 

ｱﾝｶｰｺﾝｸﾘｰﾄ結束部 

ｱﾝｶｰｺﾝｸﾘｰﾄ幅・奥行 

ｱﾝｶｰｺﾝｸﾘｰﾄ高さ 

異常がないこと 

異常がないこと 

異常がないこと 

 +30,-10 

 +30,-10 

全個所測定 

全個所測定 

全個所測定 

全個所測定 

全個所測定 

外観目視 

外観目視 

外観目視 

寸法測定 

寸法測定 

 

 

Ⅳ．設置出来形 

検査は通常の魚探、測深器あるいは水平ソナーで礁体位置、礁体上部水深お

よび表面流速を確認する。設置位置は計算上求められるアンカー位置とする。 

特記仕様書で特別の事項がない限り現場での自主検査報告を提出する。 

工種 項目 規格値 頻度 測定方法 

現場設置 礁体上部水深 ＊ 全個所 測深機、魚深、流速 

＊表面流速を測定し,その流速における計算上の礁体天頂部水深－水深の５％

を下限水深、また、静水時に礁体天頂部水深が計算上２０ｍとなる水深を上限

水深とする。ただし、流速が速い場合には鉛直的な流速分布が計算上の流速を

越えることがある。その場合は時期をずらして再度測定する必要がある。 

 

Ⅴ．出来形写真管理基準 

1．作業工程および出来形管理の写真撮影基準は次のとおりとし、その撮影に

あたっては工事年度、工事名、工事概要または略図および撮影年･月･日等を

記したボード及び必要に応じてスケール等を写し込む。設置時の魚探及びＧ

ＰＳの記録は写真を用いても良い。 

 

2．撮影された写真は工程順にアルバムに整理し、説明事項等を記して必要部数

組立工場の基準による 

組立工場の基準による 
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提出する。 

 

FRP部材の成型方法 

成 型 方 法 成 形 の 概 要 

 

 

1 

フィラメント 

ワインティング法 

  （FW） 

円筒状芯型を回転しつつ、その外周面に予め硬化剤、着

色剤を含んだ不飽和ポリエステル樹脂（以下同じ）を含

浸させたガラス繊維を張力をかけつつ巻付けた後、硬

化、脱型させる。 

 

 

2 

ハンドレイアップ法 

（手積法） 

  （HLW） 

主として雌型を使用し、ポリエステル樹脂を含浸させた

ガラス繊維を順次型内へ入れ賊型後、硬化、脱型させる。 

 

3 

連続引抜き成型法 

（プルトリュウジョン） 

（PL） 

多数本引揃えたガラス繊維単独またはそれらと複層の

ガラスマットを組合わせてポリエステル樹脂に含浸さ

せた後、所定形状の加熱金型に通して引抜き棒状または

両端部に補強部を有する仮状成形品とする。 
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